


















































































































































































































令和３年度 自己点検評価書 情報システム推進委員会 

る段階に至らなかった。次年度も継続して研究活動をしていく必要がある。

2．情報システムの安定稼働に向けた活動 
1) 令和２年度に発生したシステム障害の原因を分析し、システムの安定稼働に向けた環境及び運営体制を

構築する。

前年度に「でんでんばん」を全面的に更新しシステムの利便性が向上した一方で、本年度も様々な原因

でシステムの不具合が生じ、教育や学務への影響が生じた。それぞれのトラブルに対応したが、システム

を更に安定的なものとするためには、次年度以降の体制づくり、管理手順づくりが必要である。

2) 「でんでんばん」等の学内システムの利便性を検討し、改善方法を検討する。

委員会のメーリングリストや、「でんでんばん」に関する種々の改善が実施できた。教職員からの要望に

適宜対応したが、要望を確認する系統的な調査はできておらず、今後の課題である。

3．教職員・学生を対象とした情報機器の活用に関する研修会の実施 
大学院子ども人間学専攻が主催するシンポジウムにおける技術協力と、「ハイフレックス型授業」の実施

方法を説明した動画の配信による研修会を実施したが、情報機器活用に関する全学的な研修会は実施しな

かった。研修会を実施する必要性の確認も含め、継続的に検討する必要がある。

4．学内の情報システムの見直し 
1) メールサーバー、Web サーバーなどのクラウド化の検討。

本委員会において継続的に検討したものの、具体的な実現には至らなかった。次年度も引き続き検討を

行い、実現に向けて活動する必要がある。

2) PC 教室の環境整備。

PC 教室 1 及び PC 教室 3、貸出し式ノート PC（PC 教室 2）に関して種々の整備を行った。しかし、PC
へのソフトウエアのインストールに関しては、ソフトウエアの仕様と本学の PC の環境の適合性の問題等

により円滑な作業ができず、一部のソフトウェアに関しては、授業期間中に使用できる状況にならなかっ

た。また、貸出し式ノート PC に関しては、貸出し BOX の一部に機材内部の故障が生じたこと等により予

定どおりの日程で提供開始ができなかった。

その他の学内情報機器の整備としては、Office 365 のサービス開始等、順調に環境整備を行うことがで

きた点もあるが、多機能コピー機の設置案等、継続検討中の案件も残った。

3) 教職員の PC 環境の整備。

Office 365 のサービス開始や、4 号館 2 階の講師室の PC の更新の計画を行い、適宜進めることができた。

【改善・向上方策】

1．コロナ禍への対応

オンライン授業等、柔軟にコロナ対応できる環境を整備することについては、本年度に引き続き、新型

コロナ感染症対策本部や教務委員会と協働し、新型コロナウイルスの感染流行状況に応じて適切かつ効果

的な授業を実施できるよう、進めていく。また、本年度に引き続き、教学 IR 室と連携し、ICT 技術を活用

103



令和３年度 自己点検評価書 情報システム推進委員会 

した授業の在り方を検討する研究会に協力する。FD・SD 委員会等、必要に応じて関連委員会とも連携並

びに協力する。

2．情報システムの安定稼働に向けた活動 
本年度に生じた様々なシステムのトラブルの経験を参考に、システムを更に安定的なものとするために、

体制づくり、管理手順づくりを進めていく。また、「でんでんばん」等の学内システムに関して教職員や学

生からの要望を確認し、改善に努める。

3．教職員・学生を対象とした情報機器の活用に関する研修会の実施 
研修会を実施する必要性の確認も含め、継続的に検討する。

4．学内の情報システムの見直し 
メールサーバー、Web サーバーなどのクラウド化について引き続き検討を行い、実現に向けて活動する。

PC 教室 1 および PC 教室 3、貸出し式ノート PC（PC 教室 2）については、引き続き、授業等での利用状

況を確認し、問題点、要望等に対して適宜対応する。ソフトウェアの整備に関しては、確実に授業で利用

できるように進める。

また、本年度に生じた学内ネットワークトラブルとして、研究室内で PC をネットワークにつなげる場

合の問題や、研究室に無線 LAN 機器を設置する場合の問題が示唆された。これに対応するため、学内のネ

ットワークに関する種々の案内を行い、研究室内にネットワーク関連機器を設置する場合の申請手続きを

整理することなど、適宜進める。

【次年度計画】

1．コロナ禍への対応

1) オンライン授業等のコロナ感染症に柔軟に対応できる環境を整備する。

2) 教学 IR 室と連携し、授業特性に応じた情報機器の活用方法等を提案する。

2．情報システムの安定稼働に向けた活動 
1) これまでに発生したシステム障害の原因を分析し、システムの安定稼働に向けた環境及び運営体制を構

築する。

2) 「でんでんばん」等の学内システムの利便性を検討し、改善方法を提案する。

3．教職員・学生を対象とした情報機器の活用に関する研修会の実施 
4．学内の情報システムの見直し 

1) メールサーバー、Web サーバーなどのクラウド化を検討並びに推進する。

教学 IR 室等で収集並びに分析されたデータの共有方法に関して検討し、提案する。

2) PC 教室の環境を整備する。

貸出しノート PC の台数や、利用予約システムに関して検討並びに推進する。

3) 教職員の PC 環境を整備する。

研究室内にネットワーク関連機器を設置する場合の申請手続き等を整備する。
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教学マネジメント検討会議

報告者  安村 清美

【事業計画】

1．「教学マネジメント指針」を踏まえた、本学の実情に合った教学マネジメント体制の構築 

（教学マネジメント―大学がその教育目的を達成するために行う管理運営） 

2．新カリキュラムの適正な実施及び現カリキュラム関連事項の点検 

3．アセスメント・プランに基づいた学修成果・教育成果の把握と可視化及びフィードバックについての検討 

特に、DCU 学士力と PROG、授業アンケートの関係性を把握し、その内容と方法について関係部署と連携し

て検討する。 

4．教学に関わる事項の共有に向けて、関連部署と連携したシステムの検討 

5．共同研究費による研究成果の公表方法の検討 

6．学部と研究科のカリキュラムの連続性の検討 

学部と研究科の三つのポリシー及びカリキュラムの連続性について検討する。

【事業報告】

1. 教学マネジメント体制の構築について

「教学マネジメント指針」を踏まえ「教学マネジメント検討会議」の職掌（下記、１）～５））に基づき、

田園調布学園大学中期計画のアクション・プランに沿って、教育の質保証にかかわる現状の課題、特に下

記４）、５）について推進した。

1）教学マネジメントに関わる教育目的の達成及び内部質保障の確立に関わる事項

2）三つの方針（DP・CP・AP）の改正、策定に関する事項

3）カリキュラムの改正、策定及び点検・評価に関する事項

4) 学修成果・教育成果の把握・可視化に関する事項

5）教学マネジメントを支える基盤としての教学 IR 室、FD・SD 委員会等との連携に関わる事項

2．新カリキュラムの適正な実施及び現カリキュラム関連事項の点検 

新カリキュラムの適正な実施については、令和３年度も新型コロナウイルス感染症の影響を受けた。  

年間を通して対面授業を主としながらも、緊急事態宣言下では、オンライン授業を実施した。その内容と

方法について、情報システム推進委員会、教務委員会、さらに新型コロナ感染症対策本部と連携しながら

検討した。 

これらの授業運営と同時に、令和４年度に実施予定のカリキュラム計画策定に向け、学科・専攻ごとに

現カリキュラムの実施に向けて検討を重ね決定した。さらに、複数のカリキュラムが同時に進行すること、

及び新型コロナ感染症の状況を踏まえ、令和 4 年度も対面授業を主としながら、オンライン授業において

も教育の質を担保できる科目を選定し、オンライン授業を混在させてカリキュラムを運営することとした。 

カリキュラムの適正な実施に向け、教学マネジメント検討会議において点検・検討を重ね、その結果を

企画調整会議及び教授会において審議事項として提出し、決定した。 

3．学修成果・教育成果の把握と可視化及びフィードバックについての検討 

令和 3 年度は、DCU 学士力の可視化及びフィードバックについて、学部長学科長会議及び教学 IR 室と  

連携しながら、可視化の具体的方法及びフィードバック方法について検討し、計画を立てて実施した。 
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なお、DCU 学士力(DCU 基礎力及び DCU 専門性)について、令和 3 年 12 月の教授会において、教学 IR 室と

ともに、その考え方やプレ実施結果、及び内容について報告し、3 月の本実施に向けて周知した。 

4．教学に関わる事項の共有に向けて、関連部署と連携したシステムの検討 

上記 2、及び 3 に関して、教学 IR 室、情報システム推進委員会、教務委員会と連携し、情報の共有や発信

をした。 

5．共同研究費による研究成果の公表方法の検討 

共同研究費による研究成果の公表方法の検討については、実施できなかった。 

6．学部と研究科のカリキュラムの連続性の検討 

学部と研究科のカリキュラムの連続性に関しては、会議を通して大学院研究科の子ども人間学専攻、  

心理学専攻のカリキュラムを提示し、その内容について学部との連続性の担保を考えて進めることを確認

した。 

【事業評価】

1．教学マネジメント体制の構築については、「教学マネジメント指針」を踏まえた「教学マネジメント検討会

議」の職掌のうち、4）学修成果・教育成果の把握・可視化に関する事項、5）教学マネジメントを支える基

盤としての教学 IR 室、FD・SD 委員会等との連携に関わる事項について、田園調布学園大学中期計画(2020(令

和 2)年～2024(令和 6)年)における主要課題の一つである「教学マネジメントに基づく教育の質保証」に関

連して、アクションプランに基づいて実施することができた。 

2．新カリキュラムの適正な実施及び現カリキュラム関連事項の点検 

新カリキュラムの適正な実施については、新型コロナウィルス感染症対策の影響を大きく受けたが、授業

方法を選択し、可能な限りの対応をし、実施することができた。 

令和 4 年度に実施予定のカリキュラム計画策定については、教育内容が保証できるカリキュラム計画の

準備を行うことができた。 

ただし、実習については、新型コロナ感染症の影響を受け、実習種別ごとの特別な対応（学内実習や実

習期間の変更など）が必要であり、今後の課題が残った。  

3．アセスメント・プランに基づいた学修成果・教育成果の把握と可視化及びフィードバックに関して、DCU

学士力を評価指標とした学修成果・教育成果の把握と可視化については、DCU 学士力(DCU 基礎力及び DCU

専門性)について、令和 4 年度の履修要項に掲載し学生への周知を図り、さらに、シラバスにも明示した。

また、教員に対しては、12 月の教授会及び 3 月の非常勤講師連絡会において、その考え方や学修成果のフ

ィードバックの方法などについて周知することができ、学生による自己評価と結果のフィードバック実施の

段階に入った。 

4．教学に関わる事項の共有に向けて、関連部署と連携したシステムの検討に関しては、システムの構築まで

には至っていないが、連携の必要性に応じた取組ができた。 

5．共同研究費よる研究成果の公表方法の検討については、実施できなかった。 

6．学部と研究科のカリキュラムの連続性に関しては、研究科としてカリキュラムの検討を更に進め、その  

内容について DP を踏まえた学部との連続性を考えていくことの必要性を確認した。 
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【改善・向上方策】

1．教学マネジメント体制の構築については、「教学マネジメント検討会議」の職掌にある以下の点について、

中期計画のアクションプランに基づき推進する。

1) 教学マネジメントに関わる教育目的の達成及び内部質保障の確立に関わる事項

2) 三つの方針（DP・CP・AP）の改正、策定に関する事項

3) カリキュラムの改正、策定及び点検・評価に関する事項

4）学修成果・教育成果の把握・可視化に関する事項

5) 教学マネジメントを支える基盤としての教学 IR 室、FD・SD 委員会等との連携に関わる事項

2．新カリキュラムの適正な実施については、新型コロナウイルス感染症対策の影響が今後も続くことを予測

し、その内容と方法について情報システム推進委員会、教務委員会、さらに新型コロナ感染症対策本部と連

携しながら検討を続ける。関係委員会や学科専攻の連携を確実にはかり、教学マネジメント検討会議から学

科への依頼事項、教学マネジメント検討会議での検討事項を明確にし、中期計画及び単年度計画に沿って進

める。 

3．アセスメント・プランに基づいた学修成果・教育成果の把握と可視化及びフィードバックについての検討 

学修成果・教育成果の把握と可視化については、DCU 学士力及び PROG の学生の評価とフィードバックの結

果を、カリキュラムや科目単位で分析し蓄積することで、学生の学びのプロセスと身についた項目につい

て確認し、カリキュラムやポリシーの今後の課題を抽出できるようにする。 

4．教学に関わる事項の共有に向けて、関連部署と連携したシステムの検討に関しては、これまで連携ができ

なかった FD・SD 委員会との連携を通して、授業アンケート結果と学修成果との関連などについて検討でき

るようにする。 

5．共同研究費よる研究成果の公表方法の検討については、実施できなかった。 

6．学部と研究科のカリキュラムの連続性に関しては、研究科における DP 及びカリキュラムの検討を踏まえ、

学部との連続性についても検討する。 

【次年度計画】

1．「教学マネジメント指針」を踏まえた本学の実情に合った教学マネジメント体制の構築 

（教学マネジメント―大学がその教育目的を達成するために行う管理運営） 

2．新カリキュラムの適正な実施及び現カリキュラム関連事項の点検 

3．アセスメント・プランに基づいた学修成果・教育成果の把握と可視化及びフィードバック 

特に、DCU 学士力と PROG、授業アンケートの関係性を把握し、その内容と方法について関係部署と連携し

て点検する。各調査の結果を踏まえたアセスメント・プランの見直しを開始する。学生及び教員へフィー

ドバックを行い、授業計画に反映する。 

4．教学に関わる事項の共有 

教学マネジメント検討会議、教学 IR 室、教務委員会、FD・SD 委員会、情報システム推進委員会等との 

情報共有、連携を推進し、学生本位の学びの保証につなげる。 

5．共同研究費や外部研究資金による研究成果の公表支援及び実施 

6．学部と研究科のカリキュラムの連続性の担保 

学部と研究科の三つのポリシー及びカリキュラムの連続性について確認し、必要に応じて改正する。
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大学改革推進本部

報告者 米山 光儀

【事業計画】 

本学の専門性に照らし、専門教育及び教職課程の特性を生かすため具体的な改革に着手する。特に、文部科学省よ

り示された「『令和の日本型学校教育』を担う教師の人材確保・質向上プラン」に見られる制度改正に基づいた計画

を立てて実行に移す。具体的には、以下の項目の事業を行う。 

１． 心理福祉学科の名称変更の検討 

２． 心理学科の完成年度後の入学定員の変更の検討 

３． 大学院人間学研究科心理学専攻の定員の検討 

４． 子ども未来学部に小学校免許状の教職課程認定を受けることを検討 

５． 子ども未来学部の入学定員の検討 

６． 特別支援教育特別課程の設置の検討 

７． 子ども未来センター（仮称）の設置の検討 

【事業報告】 

１．心理福祉学科の名称を「共生社会学科」にすることを決定し、文部科学省に設置申請ではなく、変更届で名称

変更することの許可を得、次年度に変更届を提出することになった。 

２．令和 5 年度から心理学科の定員を 20 名増やすことを検討したが、結論を得るまでに至らなかった。 

３．令和 5 年 3 月に人間科学部心理学科の卒業生がはじめて出て、公認心理師の資格取得をめざして、大学院人間

学研究科心理学専攻に進学をする希望があることから、大学院の定員を増やすことを決定し、令和４年度中に

変更手続きを行い、令和５年度から実施することとした。 

４．子ども未来学部の定員を減じ、人間科学部の定員を増加させることを検討したが、結論を得るまでに至らなか

った。 

５．子ども未来学部に小学校免許状の教職課程認定を受けることを検討したが、結論を得るまでに至らなかった。 

６．特別支援教育特別課程の設置を検討したが、結論を得るまでに至らなかった。 

７．子ども未来センター（仮称）の設置を検討し、他大学に設置されている同様の施設の見学を実施し、川崎市教

育委員会との連携などを模索した。 

【事業評価】 

１． 心理福祉学科の名称変更については、さまざまな案があったが、「共生社会学科」という名称に決定し、学科

のカリキュラム、学位の変更をしないという方針によって、文部科学省から学科の設置申請ではなく、変更届

で対応できることになった。 

２． 人間科学部心理学専攻は、入学希望者が多く、学校推薦で定員のほとんどが埋まってしまう現状であるため、

入学定員の増加が必要との共通認識が得られた。 

３． 人間科学部心理学科は、令和 6 年 3 月にはじめての卒業生を出す予定であり、公認心理師をめざして大学院進

学を希望している学生がいることから、その人数を考慮して、大学院人間学研究科心理学専攻の定員を 5 名か

ら 10 名に変更し、令和 5 年度から実施することができるようになった。 

４． 子ども未来学部は、令和 3 年度の入学者数が定員を下回り、さらに令和 4 年度についても同じ程度の入学者数
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であったことから、入学定員減が必要との共通認識が得られた。 

５． 幼小の接続が問題になっており、小学校免許状の教職課程を設置することを検討することの意義については、

共通認識を得ることができた。 

６． 特別支援教育特別課程については、これまでに提起されていない事柄であることから、その課程についての理

解が十分でないこともあり、本年度はその課程の理解を深められた。 

７． 子ども未来センター（仮称）については、新たな予算が必要なことではあるが、センター設置までには至らな

かった。 

【改善・向上方策】 

１． 心理福祉学科の広報を積極的に行う。 

２． 心理学科の定員増の具体的な数字を出し、令和 5 年度からの改革をめざす。 

３． 大学院人間研究科心理学専攻の定員増の広報を積極的に行うとともに、カリキュラムの見直しを行う。 

４． 本学に限らず、幼稚園教諭・保育士の養成校の募集が全般的に振るわない状況があり、その動向を見極めたう

えで、具体的な定員を決定していく。 

５． 教職課程に認定基準の変更が昨年の 8 月にあり、それを踏まえた小学校教諭の教職課程を子ども未来学部に設

置する。 

６． 心理福祉学科に置かれている特別支援学校教諭の教職課程は、履修者が多く、教育実習校などの確保が容易で

はない現状があり、特別支援教育特別課程が設置された場合、同じ問題を抱えることになるが、全国的に設置

されている大学が 1 校のみであることから、令和 6 年度の設置をめざす。 

７． 子ども未来センター（仮称）の予算を確保し、小規模でも活動を開始する。 

【次年度計画】 

大学改革には、学内の決定だけでできること、理事会の承認を必要とすること、さらに文部科学省などの監督官

庁の許認可を必要とすることなど、さまざまなレベルがある。特に監督官庁の許可を必要とする場合、その準備期

間は 1 年以上を要することが多い。ここからわかるように、大学改革はどうしても時間がかかるが、スピード感を

もって、大学の将来構想に基づき、学生の安定的確保と教育の質の向上を図るために、以下の具体的なの改革を推

進する。 

１．新学科名称「共生社会学科」の周知及び募集の強化 

２．完成年度を迎えた心理学科の改編（定員の見直し、公認心理師及び社会教育士養成カリキュラムの見直し）を

行う。 

３．大学院心理学専攻の公認心理師養成カリキュラムなどの見直しを行う。 

４．子ども未来学科の改組・改編、具体的には小学校教諭免許状、特別支援学校教諭免許状の教職課程認定申請の

検討、定員の見直し、幼稚園・保育士免許・資格課程の魅力度を高めるカリキュラム等の検討を行う。 

５．特別支援教育特別設置の検討 

６．子ども未来センター（仮称）設置の検討 

なお、令和４年度から大学改革推進本部会議は副学長・学部長を主な構成員とする大学改革推進会議へと改編し、

学科専攻、大学院に関わる内容については、ワーキング・グループを編成し、具体的に進める。 
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教学 IR 室 

報告者  川名 正昭

【事業計画】

1．ALCS 学修行動比較調査の実施及び分析

平成 29 年度より実施してきた ALCS 学修行動比較調査は、令和 2 年度で 4 年の 1 サイクルを迎えた

が、令和 2 年度はコロナ禍による全面的なオンライン授業実施等、学生の学修に関わる生活様式も大き

く影響を受けた。そのため、継続してもう 1 年調査を実施しウィズコロナ・ポストコロナ時代の学生の

学修行動についてデータを収集し、分析を深める。

2．社会人基礎力テスト（PROG）の実施及び分析 
DCU 基礎力の客観的評価指標として令和 2 年度より実施している社会人基礎力テスト（PROG）につ

いては、学修計画の立案や成長・課題の認識等学生指導に関してを学部長学科長会議、実施及び教学マ

ネジメントの基盤となる学修・教育成果と結びつけた分析を教学 IR の所掌として令和 3 年度は実施する。

なお令和 3 年度より 1 年次（前期）及び 3 年次（後期）の 2 学年で実施する。

3．ポストコロナ時代に向けた教育改革のためのデータ収集及び分析 
令和 2 年度からの継続事項であるポストコロナ時代に向けた検討については、①授業設計 ②学修・教

育成果の質保証及び高度化の 2 側面からデータ収集及び分析を実施する。 
具体的には、①授業設計については FD・SD 委員会及び情報システム推進委員会と連携をとり、授業

特性に応じた情報機器の活用の面を中心に検討を進める。②学修・教育成果の質保証及び高度化につい

ては情報システム推進室とデータ収集・分析にあたり、教学マネジメント検討会議と連携をとってアク

ションプランに反映を進める。

【事業報告】

1．ALCS 学修行動比較調査の実施及び分析

令和 2 年度で当初計画の 1 サイクル（4 年）を迎えた ALCS 学修行動比較調査であるが、コロナ禍中

における学生の学修行動を調査することを目的に、継続して令和 3 年度も実施した。 
全体の回答率は 69.2％と前年度の実績を上回ったが、学年・学科専攻ごとにみると 3 割程度からほぼ

10 割までと、回答率にばらつきのある例年の傾向は、令和 3 年度も継続して見られた。 
1) 学修時間に関して

オンライン中心の学修スタイルであった前年度は学修時間に伸びが見られたが、令和 3 年度の調査で

は全体的に見ると伸びた分の学修時間が令和元年度（コロナ禍前）の水準まで後退した。特に 1、3 年生

では 1 日あたりの平均学修時間がそれぞれ 95.8 分、104.0 分とコロナ禍以前の時間数よりも減少してい

た。

前年度から学修時間が減少しているという結果は、調査を実施している各大学共通の傾向であったが、

平均的にはコロナ禍以前の時間数よりは増加した状態で下げ止まっており、本学のようにコロナ禍以前

より減少していたケースは殆ど見られなかった。

学修時間の減少が見られた一方で、1 週間の学修日数が 0 日（授業時間以外学修しない学生）の割合

は 11.6％と前年度から比べて減少した。コロナ禍前の令和元年度から比べると半減しており、多くの学

生に学修習慣が身につき始めている様子がうかがわれた。
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訪問等は、地域に根差した大学を印象付ける結果となったと考える。 
将来構想を視野に入れたカリキュラムとしては、保育者養成から連続した小学校教

諭免許等の取得に向けた検討を開始していることは評価できる。 
4）心理学科 

最新の教育機器で学生が学ぶということは、学生にとってのみならず、予算上すぐ
に置き換わらない現場では情報源になるというメリットがある。 
公認心理師の養成カリキュラムについては、公認心理師に想定される広い領域に共

通の専門性として考えると、コミュニケーション力をより高める教育が必要である。
症状や診断という視点ではなく、気遣いや尊敬に基づく人間相互の関係から相手を理
解する態度を身につけてほしい。 

 
4. 自己評価及び改善・向上方策 
「三つのポリシーに基づく自己点検評価実施計画」に基づいた学外者による客観的な視

点を取り入れた外部評価は、上述のとおりである。昨年度に引き続き、学外からの具体的
な意見、評価を受けることで各事業の取組の適切性や実施後の効果検証、未来に向けての
可能性について具体的に了知することができた。 
今年度は、学科それぞれにおいて評価対象項目の重点が異なっていたものの、概ね以下

の 5点に集約できる。 
① 安定的な学生確保に向けた取組 
② 学科の特色の明確化と発信 
③ 各学科で求められる教育環境の整備 
④ 多様な教育方法の活用と効果の把握 
⑤ 学生の就職に向けた進路支援と卒後教育 

このような多岐にわたる項目を外部評価の対象として、各団体からご意見をいただいた。
いずれにおいても真摯に、かつ丁寧にご対応いただき、本学の教育研究活動について、よ
り理解を深めていただく良い機会になったと自負している。 
今回の外部評価によって得られた貴重な意見を各事業における取組に反映させ、その結

果をあらためて外部にフィードバックしていく必要がある。と同時に、こうした PDCA サ
イクルの確立が内部質保証の向上と相まって地域社会からの信頼や期待に結果として繋が
っていくものと考える。 

以上 
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